
Ⅰ．はじめに

　森林を管理する上で，世界各国がそれぞれ問題を抱えている。

日本では，林業活動の衰退，森林の利用形態の変化，円高，不在

村所有の増加などを背景として，委託管理（受託管理），信託経

営，借地経営，分収林といった森林所有者と異なる管理主体・森

林利用者が登場するようになった（�，�）。

　特に構造問題とされる小規模林家の零細分散的所有を打開する

ために，１９７０年頃から，林業活動の計画化，施業の団地化・集団

化，労働力等の組織化が求められてきた。要するに，小規模の個

別経営からそれに代わる大規模な経営主体に転換すべきだという

のである。これに対し，一時，零細所有者でも，１ha 当たり１億

円の集約的林業を確立しようとする動きもあったが，１m3当たり

１００万円もするような高価格材はバブル経済の崩壊，生活様式の

変化などによって需要が激減し，もはや想定外のモデルになって

しまった。その結果，３０年以上も前に提唱された小規模林家に代

わる大規模生産組織の創造が，現在も，一つの検討課題として残

されているのである。ただし，社会事情の変化のため，必ずしも

小規模林家に限定された問題ではなく，不在村所有を含めた森林

所有者全体の問題であり，所有者に代わる経営主体のあり方が問

われているのである。

　経営主体が森林所有者から別の主体に代わるということは，所

有と経営の分離と言い換えることもできる。その際，伝統的には

森林組合が想定されるが，周知のごとく森林所有者の組織する組

合である。個別の森林所有者であれ，森林所有者の集合体であれ，

森林所有者にかわりないという見解もあるだろう。しかし，この

場合，突きつけられている課題は，組合が一つの企業体のごとく

林業経営を行えるか否かである。残念ながら，現在の森林組合は

組合員の森林を管理するものの，経営権を委譲されていない。と

もあれ，わが国において林業の構造問題にどのように対処してき

たか，造林政策を軸に検討する。

Ⅱ．造林政策をめぐる二つの流れ

　日本の造林政策は，公益性と経済性の両面を標榜し，その時々

の事情に合わせて使い分けしてきたといってよいだろう。

　（１）公益的機能の増進

　造林政策において森林の公益的機能を主張する理由は，造林に

よって市場を持たない森林の公益的機能を増進するので，受益者

である国民から造成費の一部を負担してもらいたい，という点に

ある。そして，負担された資金（税金）を森林所有者に，森林整

備の実績に応じて支給するのが造林補助金である。

　森林が公益的機能を保有することは誰も否定できない。否定す

るだけの情報や理論はないし，それを実証することも困難である。

しかし，逆に，公益的機能がそれぞれの森林にどれだけ存在する

のか，証明・評価することも難しい。

　林野庁は，１９７２年（昭４７）に公益的機能の経済評価を行い，１２

兆８，２００億円と試算した。この試算は，国民の森林に対する関心

を呼び起こすとともに，市場が存在しない公益的機能に対する費

用負担のあり方，森林の適切な施業のあり方について問題を投げ

かけることになった。この試算額は１９９１年（平３）において，そ
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本報告は，日本林業がなぜ今日のように衰退したのか，造林政策を分析しながら，その理由の一端を解明し，打開策を探るとともに，再

造林放棄問題を解決する糸口を見出そうとするものである。日本林業の所有構造問題は，古くから指摘されているところであるが，零細

な森林所有者の分散的林野所有にある。零細な森林所有者は，経営という理念は薄く，財産として森林を所有する傾向が強かった。この

構造を打破するために様々な政策が実施されたが，戦後５０年を経過した今日でも，問題はまったく解決されていない。それに，不在村所

有という新しい問題も加わった。造林政策を見ても，施業の団地化，計画化あるいは事業主体の選定などによって，森林組合を重視し，

経営規模の拡大を図ったものの，森林組合に経営権は委譲されず，古い所有構造を温存するに過ぎなかった。また，森林を造成する技術

も戦後５０年間ほとんど変化しなかった。省力化・低コスト化を実現させるための仕組みがインプットされていなかったのである。多少な

りとも日本の林業を改善するためには，土地組合を作るとか，分収造林の推進等によって所有と経営を分離し，実質的に経営規模を拡大

し，資本を育てるような造林補助制度に変更するなどの対策が不可欠である。こうした改革を実現するために，現状のどこに問題があり，

どのように変革すべきか，検討を行った。

論　文



の時の貨幣価値に換算され，３９兆２，０００億円と見なされた。さら

に２０００年（平１２）の見直し・再評価によって７４兆９，９００億円と増

価した（�）。

　公益性と造林活動について水源かん養機能だけを拾い上げてみ

ると，合計２７兆１，２００億円である。その内訳は次の３分野によっ

て構成される。

　（a）森林の保水能力が８兆７，４００億円。

　（b）洪水の防止の効果が５兆５，７００億円。

　（c）水質の浄化機能が１２兆８，１００億円。

　さて，この数値の評価であるが，例えば，森林の保水力一つ

とっても４４０億トンという仮定が妥当であるか問題になるであろ

うし，造林活動によってどれだけ保水力が向上したのか，また，

造林の前の伐採による保水力の低下との関係がどれほどになるの

か，など未解決の課題が多い。さらに代替物を利用した価格評価

においても適切であるか否か，それも判断によって様々な結論に

至るであろう。しかし，最初に述べたように，森林に公益的機能

がないという証明も不可能である。したがって，公益的機能に対

する国民の負担額は，政治的な判断にならざるを得ないのである。

　ところで，地球温暖化防止という新たな枠組みが作られようと

している。温室効果ガスの中心となる炭酸ガス（炭素）の削減が

問題にされ，森林はその削減装置として一役かうことになった。

現在，防止に関する交渉が続いており，結論に至っていないが，

やがて，炭素の排出権取引として提起されることになろう。英国

では来年度から試験的に炭酸ガスの排出権取引が行われることに

なっているが，当面は売り手と買い手が相対で価格交渉を行う仕

組みで始まる（�）。ただ残念なことに，森林は取引の対象に

なっていない。

　ちなみに，森林の場合，炭素１トン当たりどの程度の価格にな

るか試算してみると，次のようである。仮に，立木材積１m３当

たりの植林費が１，０００円，木材の比重が０．５とする。木材の約５０％

は炭素で構成されているので炭素ベースで１m３の立木には約

０．２５トンの炭素が含まれる。したがって，おおよそ炭素１トン当

たりの削減コストは４，０００円と計算される。なお，参考のために，

日本のスギの立木コストを計算してみると，安くて４，０００～５，０００

円／m３，平均では７，０００～８，０００円／m３である。これでは温室効

果ガスの削減市場に参入することは難しいだろう。とは言え，造

林すれば，木材の生長に応じてCO２が吸収されるわけであり，そ

の分の取引が可能である。

　この様なシステムができれば，公益的機能といわれていた一部

が，市場経済に組み込まれ，取引の対象になっていくことになる。

この件に関し，２０００年の公益的機能の評価では，二酸化炭素吸収

の経済評価額が１兆２，４００億円，酸素供給が３兆９，０００億円，合計

５兆１，４００億円である（�）。市場が形成された場合，この水準に

達するのか，遙かに少ない額に留まるのか，注目を引くところで

ある。

　（２）経済的機能の増進

　林業経営者が行う造林活動は経済行為として行われ，投資に対

する利益が問題となる。造林補助金は，林業経営者が得るであろ

う利益（投資に対する利回り）を予測しながら，利益（利回り）

がある水準を維持できるような環境を作るために支給される。

　戦後の日本における造林活動は，まず農家林家によって担われ

た。その動きを受けて，政策次元で「家族経営的林業」が提唱さ

れた。しかし，それは政策の目玉とはなりえず，わずかに，経営

規模拡大のための融資制度が設けられたに過ぎなかった。

　ところで戦後の造林政策は，１９５４年（昭２９）における「林業施

設補助金交付規程」の改正が一つの画期をなす。この改正によっ

て「一般造林」を対象にした補助金が交付されることになり，今

日に至っている。標準経費に対して国が３割，都道府県が１割の

補助を出すことになった。補助金を必要とする理由は，�造成さ

れた森林が水源かん養機能など公益性を持つこと，�国民の求め

る木材需要を満たすこと，�山村経済を振興すること，この外に，

林業固有の問題として，①生産期間が長く，中間収益がほとんど

なく，継続的な投資が必要なこと，②収穫が次世代によって行わ

れることが多いこと，③通常の金融ベースでは考えられないほど

収益性が低いことが指摘された（�）。

　１９５０年代から６０年代中頃までの農山村には，労働力が比較的豊

富にあり，造林は「労働備蓄的」な性格の投資と考えられていた。

また，農山村における都市銀行の役割は小さく，郵便貯金が主流
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表－１．造林事業収支計算
（単位：１，０００円）

利回り純収入立木販売収入地代現価前価区　　　分年度

４．５％２，５２８４，２１３１，６８５３４７２７５地代あり
全額自己負担

昭　
４６

５．６％４，２１３４，２１３０３４７２７５地代なし

５．１％２，５２８４，２１３１，６８５２７９２０７地代あり
新植補助＋自己負担

６．２％４，２１３４，２１３０２７９２０７地代なし

２．８％４，６９４７，８２３３，１２９１，４４９１，１５８地代あり
全額自己負担

昭　
５４

３．９％７，８２３７，８２３０１，４４９１，１５８地代なし

３．５％４，６９４７，８２３３，１２９１，１４２８５１地代あり
新植補助＋自己負担　

４．５％７，８２３７，８２３０１，１４２８５１地代なし

３．７％４，６９４７，８２３３，１２９９９５７４６地代あり
新植＋下刈＋除間伐補助＋自己負担　

４．８％７，８２３７，８２３０９９５７４６地代なし

出典：「昭和５５年度造林事業附帯説明書」（林野庁造林課）２８頁
注：①地代は立木販売収入の４割。②天城地方すぎ収穫表・地位中・伐期５０年（間伐材積４２m３，主伐材積３９８m３で計算）。③立木価
格（不動産研究所調べ）４６年１２，０４０円／m３，５４年２２，３６０円／m３。④賃金４６年１，１５０円／日，５４年４，６５０円／日。苗木４６年９．３円／
本，５４年４７．６円／本。⑤補助率４割，査定計数１３５（拡大造林）。⑥前価，後価計算の利率は５．５％。⑥下刈７回，つるきり・除
伐・保育間伐１回，枝打ち２回。



であった。郵便局は全国ネットで，どんな田舎にも広く存在した。

しかも，利回り４．５％の定期貯金は利回りの最低ラインの役割を

担っていた。

　造林政策もこの４．５％の郵便貯金を基準とし，造林活動がそれ

よりも有利になるかどうかが林家の造林投資の基準になると認識

していた（表－１参照）。

　１９７１年（昭４６）には補助金なし・地代（立木販売収入の４割と

仮定）なしで５．６％の利回りが期待でき，補助金を受けた場合，

それは６．２％に上昇することが見込まれた。また，分収造林（立

木販売収入の６割を所有すると仮定）でも当時は４．５％の利回り

が期待できるという有利な環境にあった。

　しかし，１９７０年代の終わりには，補助金なし，地代なしの場合，

３．９％の利回りしか確保できず，同年に新設された森林総合整備

事業による新植から下刈り，除間伐まで補助を受けてようやく

４．８％という利回りが確保できる状況であった。地代ありという

場合，つまり公社造林の場合，利回りは３．７％と試算された。要

するに７０年代終わり頃には，造林投資は高率の補助金なくして成

り立たなくなっていたのである。

Ⅲ．造林補助金のもう一つの機能

　造林補助金にはもう一つの役割がある。それは所有と経営（管

理主体）の分離に果たす役割である。１９６７年度（昭４２），「団地造

林事業」という新しい施策が実施されるようになった。これは紙

パルプ産業に供給する原料生産と拡大造林政策を結びつける施策

であった。この頃から，この「団地造林事業」の受け皿として森

林組合による受託造林が急増する。当然のことながら造林を主と

する作業班員も増加することになる。団地造林を実施した場合，

査定計数は１７０と優遇され，比較的高額の補助金を受給できた。

その背景として，対象林地が薪炭林であり，薪炭生産の崩壊に

よって利用価値が急速に低下しつつあり，早急な用材林への転換

が求められていたことが指摘される。旧薪炭林は「前生樹」と称

され，拡大造林にとってはやっかいな存在であったが，反面，製

紙原料としては国内の残された貴重な資源となっていたのである。

　ここで問題となる点は，採択基準が２０ha という広大な団地に

あった。つまり，小規模林家が個人で対応することは困難であっ

た。必然的に，一定の規模以上の所有者，あるいは小規模所有者

の林地を集団化する必要があったのである。これを契機に森林組

合がそのまとめ役になっていくが，そのための諸掛費が造林補助

金の一部として支給されることになった。

　１９７９年（昭５４）における森林総合整備事業は，もう一つ大きな

変化を強制するものであった。それは事業主体の設定や森林整備

計画の樹立である。

　森林総合整備事業で指定された事業主体は市町村，森林組合，

生産森林組合，林業公社であり，事業主体は整備計画を樹立し，

それに従い計画的に林業活動を推進するという仕組みが作られた。

この事業主体が造林補助金を受給できるという点で画期的であっ

た。それ以前の造林補助金は，森林所有者（林家など）に支払わ

れる仕組みになっていたのである。

　これ以降の主要な造林施策においても事業主体はほとんどの場

合で，市町村，森林組合，生産森林組合，森林整備法人（林業公

社）に限定され，森林所有者を事業主体に認定する範囲がきわめ

て限定された。その結果，森林総合整備事業以降，森林所有者と

森林組合の関係が変化してくるのである。例えば，林家が補助金

を得ようとすると，森林組合と請負契約を結ぶか，作業班員に

なって，自分の山を自分で手入れし，請負事業費あるいは賃金と

して取得することになる。

　また，既に存在していた振興地域の区分は，林業振興地域，特

定林業振興地域，普通地域に修正され，森林総合整備事業に関係

する諸掛費が森林組合の場合１４％と決定された。この諸掛費の意

味は補助金の取り扱いに対する経費のほかに森林組合に管理・経

営機能を求めたものと解釈できる。

　政策の建前論を強調すれば，事業主体が樹立した計画に沿って

計画的に事業を実施することになる。計画樹立の際に所有者の同

意は必要であるが，以後の森林の管理・経営は実質的に事業主体

（森林組合）に移るはずであった。森林組合が一定の区域を計画

に基づいて管理・経営するという理想型は，土地組合論の考え方

であった。しかし，現実はそうならなかった。構成員である森林

所有者の経営権は全く変更されることなく維持された。その結果，

事業が計画どおり行われることは希で，建前を維持するために，

実際の事業にあわせて計画を変更しなければならなかった。むし

ろ計画変更が日常化し，計画の意味を持たなかったというべきで

あろう。こうした実態を見ると，この施策も，単に高率補助を受

けるための手続きに過ぎなかったと結論づけることができるので

ある。

Ⅳ．造林政策と森林組合

　造林政策は，団地化，計画化，事業主体の選定などを通じて，

森林組合に土地組合的な機能を求めた。しかし，それを実現する

ことはできなかった。個別経営の経営権は少しも変更されること

なく，換言すれば森林組合は経営権を取得することなく，あるい

は土地組合の機能を保有することもなく，したがって，零細規模

を集団化することによる大規模経営に転換するという展望もなく，

単なる高率補助の支給システムに終わってしまったのである。極

端な解釈であろうが，一つの評価である。

　それでは，森林組合の役割はないのだろうか。あるいは現状を

どのように解釈すべきだろうか。既存の研究では，土地組合，協

同組合（農協に類似した組合あるいは地域協同組合資本），代行

機関，請負資本など多様であり（�），必ずしも全体像を描き出

しているわけではない。むしろ，現存する多くの森林組合が共通

に持ち，他の組織にない性格（特徴的な業務）を拾い上げてみる

と，土地の確認（境界の確認），林業に関する各種補助金の取り

扱い窓口，地域における森林計画の樹立，森林に関する情報の提

供などである。これらの業務は行政的な仕事であり，私企業では

できない業務である。この側面を強調すると「行政森林組合」と

いう性格を付与することができる。

　請負資本，協同組合資本，作業代行機関などといった見解は，

企業的・資本的な側面を強調しているが，零細な森林所有を対象

にした小口の作業であり，生産効率を高めることは困難である。

こうした効率の悪い零細規模の作業を行う限り，グローバルな経

済の中で生き残れる余地はなく，資本としての力も小さいものと

ならざるを得ない。

　しかし，現在の業務は，零細所有に不可欠なものである。そこ
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で，現行の森林組合を「行政森林組合」に改め，その他の類似組

織や市町村が行っている類似の業務などを統合し，充実すること

を考えるべきではなかろうか。そして，零細所有を大規模化する

ような仕組みを作り，大規模経営として立ち上げ，効率的な経営

を展開できるような資本を別に作るべきである。

Ⅴ．造林政策と技術革新

　前述したように，造林補助金は公益性と経済性の両面を考慮し

て支給されてきた。しかし，経済性は１９８０年代に入ると，林業利

回りが急速に低下し，魅力がなくなっていく。

　経済性を低下させた原因として，円高や外材攻勢，賃金の高騰

など様々な要因が考えられるが，技術革新がほとんど行われな

かったことも大きく影響している。特に造林技術は，一時，優良

材を生産するために集約化の傾向を示したことがあるが，省力化，

低コスト化の動きは小さかった。なぜそのような結果になってし

まったのであろうか。二つの重要な要因が想定される。一つは事

業主体となった森林組合が資本機能（経営者機能）を持たなかっ

たこと，他の一つは造林政策が公益性重視にシフトしたことであ

る。

　森林組合の経営者機能の欠如は，作業を合理化し，それによっ

て利益を拡大しようとする企業的な性格を持ち得なかったという

ことである。むしろ手数料（補助金の諸掛費）に依存した経営で

あり，積算単価の高い方が，つまり作業を合理化・低コスト化し

ない方が有利という側面があったと考えられる。したがって，森

林組合の性格が変わらない限り，このシステム（事業主体）を通

じた技術革新はほとんど困難であると認識せざるを得ないのであ

る。

　　後者の問題である公益的機能を向上させるための造林活動は，

省力化・低コスト化を第一義的に求めるものではない。公益性を

最大限に発揮するための造林技術，あるいはコストパフォーマン

スを考慮した最適な技術が存在するであろうが，それはほとんど

検討されてこなかた。

　２０年ほど前から問題になってきた放置人工林の管理問題は，林

野庁の重要課題となっている。そのための間伐対策が公益性の観

点から必要であることは理解できる。しかし，間伐作業に投入さ

れる労働力や資金等の額とそれによって得られる効果の額との関

係が明確とはいえない。評価する方法も決まっていない。しかし，

間伐の効果がないといっているわけではない。

　間伐対策が，公園の樹木の管理と同じように考えることができ

るならば簡単である。しかし，森林は私的財産という問題が絡ん

でくる。これが公園と異なる処理を必要とする理由である。つま

り，間伐を実施することによって森林は良くなる。しかし，良く

なった森林は森林所有者の私有物となる。税金を負担し，国民に

還元される利益が試算できないというのでは困る。そのためには，

どんな技術を用いて，どんな施業をしたから，どれだけ公益性が

充実したという流れが必要である。要するに，公益性を目的にし

ても造林技術問題は避けて通れないのである。

　経済性の観点からは，省力化・低コスト化が不可欠であるが，

公益性においてもこの原則は無視できない。確かに崩壊地などの

復旧造林には，経済性を追求する技術とは異なる。しかし，復旧

造林において技術革新がなくてもよいというのでは困る。行政・

研究機関・大学・林業者が連携して技術研究を行う必要がある。

また，補助金に，技術革新がインプットされるようなシステムを

作ることも検討しなければならない。

Ⅵ．分収造林

　分収造林は，所有権・利用権・管理主体の分離状況を統計的に

示すものである。また，森林所有者と資本の関係を示す客観的な

資料を提供する。

　まず，現実にどの程度所有権と利用権が分離しているか，その

点に関する統計から始める。

　ところで，分収造林は日本では共同経営と認識されている。し

かし，考えようによっては借地経営の一つと解釈されなくもない。

日本において共同経営と認識されている理由は，土地所有者に森

林を管理する義務があると考えられ，リスク負担があるからであ

る。例えば，火災や台風などの被害にあっても，造林者が森林所

有者に森林所有者の分収分を負担するわけではない。他方，借地

林業と解釈する理由は，造林者が圧倒的な経営責任と危険負担を

背負っているからである。

　分収造林が注目されるようになったのは，１９５８年（昭３３）の分

収造林特別措置法が制定された頃からである。当時は，紙パルプ

産業が木材資源を確保するために，林地を取得し，積極的に造林

した。同時に，公有林等を対象にした紙パルプ産業による分収造

林も行われた。それを支援するために，分収造林特別措置法が制

定された。この頃が分収造林の第１次推進期といえる。しかし，

紙パルプ産業は木材資源を求めて海外へ進出するようになったた

め，発展の機運は間もなく消えてしまう。

　第２次推進期がやってくるのは，公社造林・公団造林が始まる

１９６０年代からである。１９６０～１９７０年代は，森林所有者の造林投資

が顕著に衰える時期であり，また，高度経済成長によって山村経

済が崩壊しつつある時期でもあった。同時に都市の水需要が増大

し，水源林の役割が重視された。こうした事情を背景に，森林所

有者に代わる管理主体として，また，山村における投資や公益的

機能を増進する担い手として，公社・公団造林が推進されたので

ある。この動きは時代とともに多少の変化を持ちつつ，１９８０年代

中頃まで続く。

　しかし，１９８０年代中頃から，国有林経営に示されるような公的

機関の借金経営が深刻化し，国民の批判にさらされるようになっ

た。公社・公団造林においても借入金は増大し，全般的な事業縮

小，組織の変更（森林整備法人化）が進められた。とは言え，

１９９０年代以降は，全般的な造林面積の減少に伴って，分収造林の

割合は，わが国における人工造林面積の３割弱という高い比率を

維持しつつ，今日まで続いている（表－２，表－３参照）。

　最近，造林活動は低迷しているが，それでも比率的には，わが

国の３割近い造林が所有権と経営権の分離を伴いつつ進められて

いる。

　公団・公社造林の問題は森林所有者に高い地代を保証している

点にある。１９８０年において，費用負担者・造林者６０対土地所有者

４０という分収割合では，とうてい投下資本の回収は不可能であっ

た。しかし，それがその後１０数年間も続いている。

　１９９０年代に入り，一部において費用負担者・造林者７０対土地所

有者３０，あるいは８０対２０というような分収割合に変更するところ
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も登場するが，それでも森林所有者の取り分は大きい。現在では

地代ゼロでも投下資本が回収できないという状況にある。つまり，

地代ゼロが妥当な状況にあるのである。

　しかし，分収造林は，関係者によく知られており，所有と経営

を分離し，大規模経営に転換できる有力な仕組みとして存在して

おり，これはもう一度考え直してみる必要がある。

Ⅶ．おわりに

　造林政策は公益性と経済性の両面から展開してきた。今日では

公益性に軸をおいた森林整備が推進されている。それはやむを得

ないことかも知れないが，経済性の追求がなくてよいのだろうか。

現在の人工造林のコストは，スギの場合，７，０００円／m３くらい

になる。他方，ニュージーランド，チリなどでは造林コストが

１，０００～２，０００円／m３という水準である（�）。この格差を埋めな

くてよいのだろうか。こうした自問をしたとき，造林政策におけ

るコスト削減の仕組みをインプットすることがきわめて大切であ

ると認識せざるを得ない。

　そのためには，造林政策の再検討と目標の設定が必要である。

具体的には，①林業資本が補助金を受給できるようなシステムに

変更すること。②森林組合の性格を見直すこと。③零細分散所有

を大規模化するための土地組合を作ること。④分収造林制度を活

用すること。⑤分収割合を投資家重視に変更すること，例えば分

収歩合を林業資本９５％程度，土地所有者５％程度に変更すること。

⑥立木コストに目標を設定し，技術革新を行うこと。などである。

現状を打破するための参考となれば幸いである。
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表－２．人工造林面積・分収造林面積の推移
（単位：ha）

分収造林内訳分収造林
総数

民有林
総数

国有林
総数

総数年度
その他市町村都道府県整備法人公団国有林

２，７２３１，７７４５，７２３１６，７４９２０，１１６５，２８２５２，３７０２６８，５５９８５，８０６３５４，３６５１９７０

１，４７０１，５０９３，０３２１８，５７６８，９２７１，２０５３４，７１９１７０，２０５５８，７４２２２８，９４７７５

４１５１，９２７２，９９８１９，８３３１１，４３８１，５６８３５，１７９１１６，２６６４７，９３４１６４，２００８０

２１４１，５４８２，６３７１４，７１４５，５８５３，２６４２７，９６２８０，５８２２５，７２５１０６，３０７８５

５１６６７１，４０４９，２９０７，０３２１，０４０１９，４８４５５，４００１０，６９９６６，０９９９０

４５４６０８３９５，２２７６，８５４５６５１３，９９０４５，２４１５０１６６５０，４０７９５

４８２６５４９０４，１１６６，５５８６１４１２，０９１３７，４６９３，２８７４０，７５６９６

９４３９５４８６３.６６３５，７０７５５５１０，９００３４，５７０３，２９０３７，８６０９７

１６２６９３４９３，５２７７，１７２４３７１１，７７０３５，４６２４，２９８３９.７６０９８

１３９１８９２５４２，４８６６，４２８４６７９，９６３２９，９０７３，９５３３３，８６０９９

表－３．人工造林面積・分収造林面積の推移（構成比）
（単位：％）

分収造林内訳分収造林
総数

民有林
総数

国有林
総数

総数年度
その他市町村都道府県整備法人公団国有林

０．８０．５１．６４．７５．７１．５１４．８７５．８２４．２１００．０１９７０

０．６０．７１．３８．１３．９０．５１５．２７４．３２５．７１００．０７５

０．３１．２１．８１０．３７．０１．０２１．４７０．８２９．２１００．０８０

０．２１．５２．５１３．８５．３３．１２６．３７５．８２４．２１００．０８５

０．１１．０２．１１４．１１０．６１．６２９．５８３．８１６．２１００．０９０

０．１０．９１．７１０．４１３．６１．１２７．８８９．８１０．２１００．０９５

０．１０．７１．２１０．１１６．１１．５２９．７９１．９８．１１００．０９６

０．２１．０１．３９．７１５．１１．５２８．８９１．３８．７１００．０９７

０．００．７０．９８．９１８．０１．１２９．６８９．２１０．８１００．０９８

０．４０．６０．８７．３１９．０１．４２９．４８８．３１１．７１００．０９９

資料：林業統計要覧、民有林造林施策の概要


